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例としては， Atesoglu and Mueler [1]， Huang 
and Mintz [2]， Mintz and Stevenson [3]，及
び拙稿 [12]がある。


































C=C (L" K" M) 














MLm=(1+ 0..)・CL< (17) 
MKm=(1+0m)'CK' (18) 
と書ける。 これらを(16)に代入すると，
Y=CL<' L+ (1+ 0 m)・CL<'Lm 
+CK，・1，+(1 + 0 m)・CK，.lm+CM.M




とし，民生部門と防衛部門それぞれにおける労働 さて，(13)に (17)及び (18) を代入する
の限界生産物価値の比率と資本の限界生産物価値 と
の比率が等しく，それぞれの比率が



















Y=CL<' L+CK，' I，+CM' M+ MLm・L..+MKm. 1m 
=CL<' L，+ MLm・Lm+CK，.Ic
+MKm.lm+CM ・M (16) 
となる。
M= (1 + 0 m) . C L ， • m + ( 1 + 0 m) . C Kc .1m 
=(1+0m)・(CL<・Lm+CK，'1m) (20) 
よって




す=CL<'L+CKc' 1+[ 0' m/(l + 0' m) +CM]' M
(22) 
ここで




CL<= s. (Y/L) (24) 
のような線形関係があると仮定する。また，
0' m/(1 + 0'm) = 0''m (25) 
と書き換える。 (23)，(24)， (25)を (22)に代
入して
Y=a・I+s .L(Y/L)+( 0''m+CM).M 
(26) 
(26)の両辺を Yで割ることにより，











lnC=θm.lnM + lnφ (L， Ke) (29) 
さらに (29)の両辺を lnMで偏微分すると
δInC/δlnM=(θC/C)/(δM/M) 
=(δC/δM)・(M/C)=CM (M/C) =θm 
(30) 
より，
CM= B m. (C/M) 
(31)を (27)に代入して，
(y/y)=α ・(IjY)+ s . (L/L) 
+ [ 0 ' m+ B m. ( C/M) ]・(:M/Y)
=α ・(IjY)+ s . (L!L) 
(31) 
+ 0 'm.(M/Y)+ B m.(M/M)・(C/Y)
(32) 
を得る。実際には，


































推定方法 OLS OLS 
推定係数
定数項 0.05003 0.04818 
(2.23018) (1.29586) 
α -0.28973 -0.22829 
( -l. 71007) ( -0.91639) 
F l目34080 l.35530 
(8.26346) (6.84718) 
o' m 0.76044 l.69446 
(0.59713) (l.03968) 。m -0.02429 -0.13996 
( -0.17791) ( -0.75513) 
-_.........‘・・ー.-・ー・ー.ー・・・・・・・・ー・
R2 0.740355 0.77624 
s 0.01121 0.01126 











































































推定方法 OLS OLS 
推定係数
定数項 -2.60018 -0.38673 
( -2.16958) ( -0.43590) 
α 0.22386 0.07476 
(2目61599) (1.36097) 
F 0.29285 0.05560 
(2.76299) (0.70892) 
d'm -2.65036 7.15720 
(0.15660) (1.42331) 
Om 0.00187 -0.00376 
(0.15151) ( -1.42771) 
・ー・・・・・ー・ ・ー ・ ・・・............---.---_._ー・・・・・・ .-....酔・ーー・・ 4・・ ・ー・・・・・・・ー・ー・・・.......・・ー ・ーー .ー..
R' 0.26029 0.11656 






































表 5.1 クリン トン政権下における対前期比実質防衛支出増加率
(単位:96) 
年 第l四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
1993 -4.67091 -0.69599 -1.56994 -0.08544 
1994 -4.47548 0.23873 3.30455 -5.01440 
1995 -0.39441 0.03045 -1.37028 一3.27261
1996 1. 72358 1.97678 -1.60000 -2.12632 
1997 -2.55591 2.19672 -0.48123 -0.48355 
1998 -4.98866 2.38663 1.06560 0.36243 
1999 -1.70715 -0.86840 N.A N.A. 
(資料)米国商務省経済統計局“NationaIncome and Product Account" 
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表 5.2 クリ ントン政権下における民生部門経済の「平和の配当」
(単位・ 10億ドル)
年 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
1993 0.06539 0.00977 0.02217 0.00485 
1994 0.25905 -0.01391 -0.19484 0.29651 
1995 0.02360 0.00183 0.08248 0.19884 
1996 -0.10565 0.1221 0.10027 0.13409 
1997 0.16310 -0.14187 0.03136 0.03186 
1998 0.33130 -0目16109 -0.07220 -0.02478 
1999 0.11847 0.06097 N.A. N.A. 































































に関する論文としては， Morrison [4)， 
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